
附属明細書
【一般勘定】

\ 固定資産の取得、処分、減価償却費（「第87 特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）及び減損損失累計額の明細
（単位：円）

期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 備考
当期償却額 当期損益内 当期損益外

建 物 924¶845¶064 226¶103¶165 304¶667¶876 846¶280¶353 86¶307¶490 70¶150¶119 0 0 0 759¶972¶863

構 築 物 19¶248¶187 3¶539¶190 0 22¶787¶377 5¶262¶403 1¶385¶338 0 0 0 17¶524¶974

有 形 固 定 資 産
（償却費損益内）

機 械 装 置 97¶326¶373 10¶228¶955 34¶228¶543 73¶326¶785 19¶622¶495 10¶184¶535 0 0 0 53¶704¶290

車 両 運 搬 具 1¶124¶220¶558 206¶743¶555 13¶294¶387 1¶317¶669¶726 586¶291¶907 167¶201¶975 0 0 0 731¶377¶819

工具器具備品 1¶108¶347¶057 357¶280¶062 230¶119¶738 1¶235¶507¶381 565¶150¶645 193¶502¶662 0 0 0 670¶356¶736

計 3¶273¶987¶239 803¶894¶927 582¶310¶544 3¶495¶571¶622 1¶262¶634¶940 442¶424¶629 0 0 0 2¶232¶936¶682

建 物 44¶791¶284¶507 1¶849¶398¶898 439¶975¶574 46¶200¶707¶831 11¶442¶430¶310 1¶647¶436¶978 1¶014¶301¶365 0 434¶369¶635 33¶743¶976¶156

構 築 物 1¶575¶252¶072 8¶972¶455 16¶613¶673 1¶567¶610¶854 782¶746¶717 91¶426¶830 22¶272¶372 0 21¶810¶867 762¶591¶765

有 形 固 定 資 産
（償却費損益外）

機 械 装 置 193¶080¶339 0 65¶693¶301 127¶387¶038 112¶999¶476 2¶053¶160 0 0 0 14¶387¶562

車 両 運 搬 具 555¶944¶856 0 81¶949¶011 473¶995¶845 426¶596¶256 11¶582¶990 0 0 0 47¶399¶589

工具器具備品 1¶088¶400¶175 81¶031¶624 268¶433¶510 900¶998¶289 531¶899¶744 18¶125¶591 0 0 0 369¶098¶545

計 48¶203¶961¶949 1¶939¶402¶977 872¶665¶069 49¶270¶699¶857 13¶296¶672¶503 1¶770¶625¶549 1¶036¶573¶737 0 456¶180¶502 34¶937¶453¶617

土 地 19¶748¶669¶867 0 465¶823¶000 19¶282¶846¶867 0 0 495¶489¶180 0 277¶233¶660 18¶787¶357¶687

非 償 却 資 産 建 設 仮 勘 定 500¶201¶772 8¶848¶875 504¶506¶772 4¶543¶875 0 0 0 0 0 4¶543¶875

計 20¶248¶871¶639 8¶848¶875 970¶329¶772 19¶287¶390¶742 0 0 495¶489¶180 0 277¶233¶660 18¶791¶901¶562

建 物 45¶716¶129¶571 2¶075¶502¶063 744¶643¶450 47¶046¶988¶184 11¶528¶737¶800 1¶717¶587¶097 1¶014¶301¶365 0 434¶369¶635 34¶503¶949¶019

金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：円）

（単位：円）

貸借対照表計上額 時 価 差 額

\ 現金及び預金 104¶943¶847¶786 104¶943¶847¶786 0

~ 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券等に関する事項
現金及び預金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。
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リース取引関係
ファイナンス・リース取引が当期の損益に与える影響額は、368¶214円であり、当該影響額を除い

た当期総利益は1¶304¶336¶116円であります。
重要な債務負担行為
該当事項はありません。
重要な後発事象
該当事項はありません。

] 重要な非資金取引の内容
ファイナンス・リースによる資産の取得
建物 93¶316¶305円
工具器具備品 174¶912¶460円

行政サービス実施コスト計算書関係
公務員からの出向職員に係る機会費用の対象者数
引当外退職給付増加見積額のうち25¶744¶445円は、出向職員（延べ37人）に係る退職給付引当金の

当年度増加額を内規に基づき計上しております。
金融商品の状況に関する事項
一般勘定は、資金運用については短期的な預金及び公社債等に限定し、資金調達については主務大
臣により認可された運営費交付金を主としており、財政融資資金及び金融機関からの借入及び財投機
関債の発行は行っておりません。
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